
調査、設計、測量業務関連帳票の一覧表及び関連条項

土木設計業務等 地質・土質調査業務 測量業務

3 打合せ記録簿 第１１１１条 １． ２． 第１１２条 第１１２条

4 業務打合せ簿 第２条１項

5 業務計画書の提出について
第１１１２条 １． ２．

３．
第１１３条 第１１３条 受注者 発注者

6 業務工程表 第３条１項 受注者 発注者 ○

7 業務変更工程表（　回） 第３条３項 第１１２３条 ３． ４． 受注者 発注者 ○

8 再委託実施計画書 第７条３，４項 第１１２８条 ３． ４． 第１２９条 ３． 第１２９条 ３． ○

9 再委託（変更等）承諾申請書 第７条３，４項 第１１２８条 ３． ４． 第１２９条 ３． 第１２９条 ３． 受注者 発注者 ○

10 履行体制に関する書面 第７条３，４項 第１１２８条 ３． ４． 第１２９条 ３． 第１２９条 ３． 受注者 発注者 ○

11 管理（主任、照査）技術者通知書
第１０条１項、第１１条

１項、第１２条１項
第１１０７条 １．、

第１１０８条 ２．（１）
第１０８条 １．、

第１０９条 ２．（１）
第１０９条 １． 受注者 発注者 ○

12 管理（主任、照査）技術者変更通知書
第１０条１項、第１１条

１項、第１２条１項
第１１０７条 ７．、

第１１０８条 ２．（１）
第１０８条 ５．、
第１０９条 ３．

第１０９条 ５． 受注者 発注者 ○

13 経歴書（管理（主任、照査）技術者）
第１０条１項、第１１条

１項、第１２条１項
第１１０７条 ３．、

第１１０８条 ２．（２）
第１０８条 １．

第１０９条 ２．（１）
第１０９条 １． 受注者 発注者 ○

14 担当技術者届 第１１０９条 １． 第１１０条 １． 第１１０条 １． 受注者 発注者

15 担当技術者変更届 第１１０９条 １． 第１１０条 １． 第１１０条 １． 受注者 発注者

16 経歴書（担当技術者） 第１１０９条 １． 第１１０条 １． 第１１０条 １． 受注者 発注者

17 身分証明書交付願 第１１１６条 ４． 第１１７条 ４． 第１１７条 ４． 受注者 発注者

18 貸与品借用（返還）書
第１７条２項、第１７条

４項
第１１１３条 １． ２． 第１１４条 １．、２． 第１１４条 １．、２． 受注者 発注者

19 業務目的物の部分使用について 第３５条１項 第１１２７条 １． 第１２８条 １． 第１２８条１． 発注者 受注者 ○

20 前払金請求書 第３６条１項 受注者 発注者 ○

21 完了請求書 第３４条１項 受注者 発注者 ○

22 指定部分払請求書
第３４条１項、
第３９条３項 受注者 発注者 ○

23 既済部分払請求書
第３４条１項、
第３８条の２ 受注者 発注者 ○

24 業務完了報告書 第３３条１項 第１１１７条 １． 第１１８条 １． 第１１８条 １． 受注者 発注者 ○

25 業務部分完了報告書
第３３条１項、第３９条

２項
第１１１７条 １． 第１１８条 １． 第１１８条 １． 受注者 発注者 ○

26 業務成果引渡書 第３３条３項 受注者 発注者 ○

27 業務部分成果引渡書 第３９条 受注者 発注者 ○

28 既済部分検査請求書
第３３条１項、

第３８条の２　２項 受注者 発注者 ○

29 支給品受領書 第１７条２項 　 受注者 発注者

30 支給品精算書 第１７条４項 　 受注者 発注者

31 契約権限通知書 第１０条３項 第１１０７条 ４． 受注者 発注者 ○

32 履行報告書（業務旬報） 第１６条 第１１３４条 第１３５条 第１３５条 受注者 発注者

33 貸与物件等（滅失、き損、返還不能）書 第１７条５項 受注者 発注者

34 履行条件確認請求書 第１９条１項 第１１０５条 ２． 第１０６条 ２． 第１０７条 ２． 受注者 発注者 ○

35 協議開始日通知書
第２６条２項、第２７条

２項、第３２条２項 発注者 受注者 ○

36 代理受領申請書 第４０条１項 受注者 発注者 ○

37 業務一時中止通知書
第２１条１，２項、

第４１条１項
第１１２４条 １． ２． 第１２５条 １． ２． 第１２５条１． ２． ○

38 解除通知書
第４４条１項、第４８条

１項 ○

39-2 履行期間変更協議書 第２６条１，２項 第１１２３条 ３． 第１２４条 第１２４条 ○

39-3 履行期間延期届 第２６条１，２項 第１１２３条 ３． 第１２４条 第１２４条 ○

40 業務再開通知書
第２１条１，２項

第４１条１項 発注者 受注者 ○

　※四国地方整備局競争契約入札心得参照。

　※上記以外の様式については、請負工事様式を準用すること。

発注者及び受注者

発注者及び受注者

発注者及び受注者

発注者及び受注者

発注者及び受注者

発注者及び受注者

発注者及び受注者

様式
番号

帳票名

関連条項等 書類の作成者・宛名 電子契約シ
ステム利用

対象契約書
共通仕様書

作成者 宛名



 
様式―３ 

打 合 せ 記 録 簿 
第  回  追番ページ 

 

発注者・印 

 

総括調査

（監督）員 

主任調査

（監督）員 
調査（監督）員 

 

受注者・印 

 

管理（主

任）技術

者 

照査技術

者 担当技術者 

        

年月日 令和  年  月  日（  ） 場所  

業務の名称  打合せ方式 会議   電話 

発注機関名 
担当部署名 

 
 

会社名 
（受注者側） 

 

出席者 発注者側  受注者  

（内容） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 1.内容欄には、打合せ議事内容を記載すること。 
    2.2 部作成し、双方で 1 部づつ保管すること。 
    3.打合せ方式は会議・電話・メール等を記載する。 
 
 
 



 
 
様式―４ 
 

業 務 打 合 せ 簿 
 

発注者・印 

総括調査

（監督）員 
主任調査

（監督）員 
調査（監

督）員 
受注者・

印 

管理（主

任）技術

者 
照査技術者 担当技術者 

        

発議者 □発注者    □受注者 発議年月日 令和  年  月  日 

発議事項 □指示 □請求 □通知 □報告 □申出 □承諾 □質問 □協議 □提出 □その他 

業務の名称  

（内容） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

処
理 

・ 

回
答 

発

注

者 

上記について □指示・□承諾・□協議・□通知・□受理・□回答・□協議します。 
□その他 

 
 
 

令和  年  月  日 

受

注

者 

上記について □了解・□協議・□通知・□質問・□請求・□報告・□申出・□提出します。 
□その他 

 
 
 

令和  年  月  日 
  （注）1.2 部作成し、双方で 1 部づつ保管すること 
 
 
 
 



 
様式－５ 

令和  年  月  日 
 主任調査員、主任監督員 
 
   氏   名     殿 
 
 
 
 
 
 
 

受注者  住 所                  
 

氏 名                  
 
 

業務計画書の提出について 
 
 
 
      業 務 名 
 
 
 
 

上記業務について、別紙のとおり業務計画書を提出します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



様式－６ 
 

令和  年  月   日 
 
支出負担行為担当官又は分任支出負担行為担当官（官職氏名）           殿 
 

受注者             
住所             
氏名              

業 務 工 程 表 
 
契約書第 3 条に基づき下記のとおり提出します。 
 
業 務 の 名 称 
 
履 行 期 間  令和  年  月  日～ 令和  年  月  日 
 
 

工種    月    月    月    月    月    月 
摘要 

   10    20      10    20       10    20      10    20       10    20      10    20  
                    

                   
                    

                   
                    

                   
 
 
 
（注） １.工程は黒棒線で記入し、始期及び終期の日付を明示すること。 
 
    例  15             25 
 
 
 



様式－７ 
 

令和  年  月   日 
 
支出負担行為担当官又は分任支出負担行為担当官（官職氏名）           殿 
 

受注者             
住所             
氏名              

業 務 変 更 工 程 表 （第  回） 
 
契約書第 3 条に基づき下記のとおり提出します。 
 
業 務 の 名 称 
 
履 行 期 間  令和  年  月  日～ 令和  年  月  日 
 
変 更 履 行 期 間  令和  年  月  日～ 令和  年  月  日 
 

工種    月    月    月    月    月    月 
摘要 

   10    20      10    20       10    20      10    20       10    20      10    20  
                    

                   
                    

                   
                    

                   
 
 
 
（注） １.変更の場合の工程は、元を     、変更を     で記入し、始期及び終期の日付を明示すること。 
 
 



 

様式－８ 
 
 

実  施  計  画  書 
 
                          令和  年  月  日 
 
（受託の名称）            
                                                                         （単位:千円） 

受 託 の 内 容 実施期間 経 費 積 算 内 訳 成 果 物 摘  要 
 
○○○地方に関する
□□分析調査 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
×××実験 
 
 
 
□□□モデル検討、
作成 

  
直接人件費 
技術経費 
謝金 
旅費 
庁費 
諸経費 
 
再委託費 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
  △△△
△ 

 
 
 
 
 
 
 
 
別紙承諾申
請書、履行
体制に関す
る書面の通
り 

 
 
 （備 考） １．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４縦とする。 
       
      ２. 必要に応じ適宜項を加除して使用すること。 
 
       ３．受託の内容は、調査項目毎に区分すること。 
 
      ４．経費積算内訳は、直接人件費、技術経費、謝金、旅費、庁費、再委託費及び 
       諸経費に区分し、庁費にあたっては、備品費、消耗品費、印刷製本費、通信運 

搬費、光熱水料、賃金、会議費及び雑役務費に細分して計上すること。なお、 
区分等は必要に応じ適宜加除して計上すること。   

 
           ５．変更にあっては、変更後の部分を上段に（ ）書きすること。 
 
      ６．業務委託の処理を第三者に委託する必要があるときは、摘要欄にその事務の        

内容及び委託先等の所定事項を記載すること。 
        なお、当該記載については、別紙としても差し支えない。 



 

様式－９ 
再 委 託 （ 変 更 ） 承 諾 申 請 書 

 

令和  年  月  日 
（分任）支出負担行為担当官 
  殿 
 
 受注者 
 住所 
 氏名     
 

○○業務委託契約（契約金額 金○○円、税込み）に関して、下記のとおり業務の一部を再委託

いたしたく、契約書第７条第３項に基づき申請するので、手続き方お願いします。 
 

記 
 
１． 再委託予定者の住所、名称、氏名 
２． 再委託する業務の内容（具体的に記載すること） 
３． 再委託する業務の契約金額（予定） 
４． 再委託する必要性及び再委託予定者を選定した理由 
５． 再委託に係る履行体制に関する書面（別紙） 
６． その他発注者が必要と認める書類 

 
 

再 委 託 （ 変 更 ） 承 諾 書  
 

令和  年  月  日 
受注者氏名 殿 
 

申請のあった上記については、承諾したので、その旨通知する。なお、承諾内容等に変更等を生

じる場合は、あらかじめ協議すること。 
また、当該承諾内容等の履行については、次のことを承諾の条件とする。 

 
① 受注者は、再委託の相手方に対し業務の適正な履行を求めること。 
② 受注者は、再委託業務に係る契約書、請求書、領収書などの書類を提出させた場合は、適切に

保管し、事後において履行の確認ができるように徹底すること。 
③ 受注者は、発注者（支出負担行為担当官等）からの求めに応じ、②の書類の写しを提出するこ

と。 
 

（分任）支出負担行為担当官 ○ ○ ○ ○   
 



 

（受注者）

××株式会社

担当業務範囲

若しくは内容

担当業務範囲

若しくは内容

担当業務範囲

若しくは内容

‥‥‥　‥‥‥
（再委託先○）

（再委託先３）
○○○合資会社
住所、Tel：
代表者氏名：

代表者氏名：

（再委託先２）
○○○株式会社（予定）
住所、Tel：

△△に関する□
□地区基礎調査

（再委託先１）

○○○有限会社

住所、Tel：

代表者氏名：

 様式－10 
 

履 行 体 制 に 関 す る 書 面 
 
 

令和  年  月  日 
 
 
 （受注者） 
 住所 
 氏名  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（備 考）本様式は、適宜加除して差し支えないものであるが、次の項目は必須事項とする。 

① 再委託の相手方の氏名（若しくは代表者氏名） 
② 再委託の相手方の住所 
③ 再委託を行う業務の範囲（若しくは内容） 

 
 
 



 

 
様式－11 
                              令和   年   月   日 

 
 
支出負担行為担当官又は分任支出負担行為担当官（官職氏名） 殿 
 
 
 
                         受注者 
                         住所                  

氏名              
 
 
 
 

管理（主任、照査）技術者 通知書 
 
 
 
 
 

令和    年    月    日付けをもって委託契約を締結した○○業務 
の管理（主任、照査）技術者を、下記のとおり定めたので、別紙経歴書を添えて 
通知します。 

 
 
 

記 
 
 
 
 
 

1 管理（照査、主任）技術者 
 
 
 

2 保有資格 
         資格名： 
         取得年： 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
※ 「資格者証（写し）」を添付する。 
 



 

 
様式－12 
 

令和    年    月    日 
 
 
支出負担行為担当官又は分任支出負担行為担当官（官職氏名） 
            殿 
 
 

受注者              
住所              
氏名              

 
 

管理（主任、照査）技術者変更届 
 
 
業務の名称： 
 
   上記業務の管理（照査、主任）技術者を下記のとおり変更しましたので、別添経歴書を添えてお

届けします。 
 
 
 

氏  名 担当業務内容 備考 

（新任者）   

（旧任者）   

 
 
※「資格者証（写し）」を添付する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 
様式－13 
 

経歴書（管理（主任、照査）技術者） 
 
住所（市町村までで可） 
氏名 
生年月日 
 
                     学歴 
 
 
                     職歴 
 
 

保有資格 
 

保有資格 

技術士 
（総合技術監

理部門） 

資格の有無 有 ・ なし 
選択科目  
合格年  
登録番号  

技術士 

資格の有無 有 ・ なし 
技術部門  
選択科目  
合格年  
登録番号  

RCCM 

資格の有無 有 ・ なし 
専門とする部門  
合格年  
登録番号  

その他 

資格の名称  
選択科目  
合格年  
登録番号  

 
業務経歴 

担当業務の主な経歴 

年月 業務の名称 発注機関 
   

 



 

 
様式－14 
 

令和   年   月   日 
 
総括調査（監督）員（官職氏名） 
            殿 
 
 

受注者               
住所               
氏名               

 
 
 

担 当 技 術 者 届 
 
 
 

業務の名称： 
 
 
 
 
   下記のものを、上記業務の担当技術者として定めましたので、別添経歴書を添えて 

お届けします。 
 
 
 

氏  名 担当業務内容 備考 

   

 
 
※ 「資格者証（写し）」を添付する。（担当技術者の資格要件を求めてない業務の場合、添付は不要） 
 
 
 
 
 
 
 



 

 
様式－15 
 

令和   年   月   日 
 
 
総括調査（監督）員（官職氏名） 
            殿 
 
 

受注者               
住所               
氏名               

 
 

担 当 技 術 者 変 更 届 
 
 
業務の名称： 
 
    上記業務の担当技術者を下記のとおり変更しましたので、別添経歴書を添えて 

お届けします。 
 
 

氏  名 担当業務内容 備考 

（新任者）   

（旧任者）   

 
 
※ 「資格者証（写し）」を添付する。（担当技術者の資格要件を求めてない業務の場合、添付は不要） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 
様式－16 
 

経 歴 書（          技術者） 
住所（市町村までで可） 
氏名 
生年月日 
 
                    学歴 
 
 
 
                    職歴 
 
 
 

保有資格 

保有資格 

技術士 
（総合技術監理

部門） 

資格の有無 有 ・ なし 
選択科目  
合格年  
登録番号  

技術士 

資格の有無 有 ・ なし 
技術部門  
選択科目  
合格年  
登録番号  

RCCM 

資格の有無 有 ・ なし 
専門とする部門  

合格年  
登録番号  

その他 

資格の名称  
選択科目  
合格年  
登録番号  

 
業務経歴 

担当業務の主な経歴 

年月 業務の名称 発注機関 
   

 



 

 
様式－17 

令和   年   月   日 
 

総括調査（監督）員（官職氏名）   殿 
 
 

受注者 住所            
氏名            

管理（主任）技術者氏名            
 

身分証明書交付願 
 
 
業務を実施するにあたり、土地への立ち入りのための身分証明書の交付を下記のとおり申請します。 
 
 
 

 
記 

 
 
 

氏名 資格 生年月日 住所（会社住所で可） 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 
 
 
 
 



 

 
様式－18 

令和   年   月  日 
 
総括調査（監督）員（官職氏名）     殿 
 

貸 与 品 借 用（返還） 書 
 

受注者（住所）           
（氏名）           

（管理（主任）技術者名）           
 

下記貸与品の機能現況確認のうえ、受領（借用）・返納（返還）しました。 
 
 

記 
 

業務の名称  

品 名 品質規格又は性能 単位 数量 備考 

     

     

     

     

     

引渡し場所                   
 
引渡し時期                   
         引渡し立会者 
         （発注者）          氏名               
         （借受人）          氏名               
 
 
 
 



 

 
様式－19 

令和   年  月  日 
受注者（氏名）    殿 
 

支出負担行為担当官又は         
分任支出負担行為担当官（官職氏名）   

 
 

業務目的物の部分使用請求書について 
 

契約書第３５条第１項の規定に基づき、下記部分を使用したいので請求します。 
 

業務の名称  契約年月日 令和  年  月  日 

部分使用の目的  

部分使用箇所等  

部分使用期間 令和  年  月  日から受注者が当該部分を引渡す日まで 

 
 
 

令和   年   月   日 
 

部分使用同意書 
 
支出負担行為担当官又は分任支出負担行為担当官（官職氏名）     殿 
 

受注者                     
住所                     
氏名                     

 
 

上記の部分使用を同意します。 
 



 

様式－20 
 
 

前 払 金 請 求 書 

請 求 金 額   

業 務 名  

契 約 金 額   

  
     契約金額 ×        ≧ 請求金額 

 
上記金額を請求します。 

 
 
令和   年   月   日 
 
 

（受注者）                   
住 所                   

 氏 名                   
 

 
 
 
 
                            殿 
 
 
 
 
 
振込銀行                       預金種別 
及び支店名                      口座番号 
口座名義（フリガナ） 
 

算
式 

3 
10 

官署支出官 
 四 国 地 方 整 備 局 総 務 部 長 
 
 
 



 

 
様式－21 
 

完 了 請 求 書 
 

請 求 金 額 令和  年  月  日   契約 
業 務 名 令和  年  月  日   完了 
契 約 金 額   

 
 
 
 

受
領
済
額 

前払金額  

出来形部分  

 
 
 
 
   上記金額を請求します。 
 
 
  令和  年  月  日 
 

 （受注者）                  
住所                  
氏名                  

 
 

 
 
 
                           殿 
 
 
 
 
 
振込銀行                 預金種別 
及び支店名                口座番号 
口座名義（フリガナ） 

算 
 

式 
出来形金額累計（契約金額）－

前払金受領済額－出来形部分

受領済額＝請求金額 

官署支出官 
 四 国 地 方 整 備 局 総 務 部 長 
 
 
 



 

様式－22 
 

指定部分払請求書 
 

請 求 金 額 
 

業 務 名 
 

契 約 金 額  

受
領
済
額 

前 払 金 

 

 
上記金額を請求します。 

 
 
 令和  年  月  日 
 

（受注者）                 
住所                 
氏名                 

 
 
 
 
 
 
                           殿 
 
 
 
 
 
振込銀行                 預金種別 
及び支店名                口座番号 
口座名義（フリガナ） 
 

官署支出官 
 四 国 地 方 整 備 局 総 務 部 長 
 
 
 



 

様式－23 
 

既済部分払請求書 
請 求 金 額  

業 務 名  

契 約 金 額  

確
認
金
額 

既
済
部
分 

前回迄  

今 回  

累 計  

既済部分確認額の

10 分の 9 
 

受
領
済
額 

前払金  

既済部分払金  

指定部分払金  

 
  上記金額を請求します。 
 
 令和  年  月  日 

（受注者）                   
住所                   
氏名                   

 
 
 
 
 
                            殿 
 
 
 
 
 
振込銀行                   預金種別 
及び支店名                  口座番号 
口座名義（フリガナ） 

官署支出官 
 四 国 地 方 整 備 局 総 務 部 長 
 
 
 



 

様式－24 
令和  年  月  日 

支出負担行為担当官 
又は分任支出負担行為担当官 

 
官 職 
  氏     名        殿 
 
 
 

受注者 住所                     
氏名                     

 
 
 
 

業 務 完 了 報 告 書 
 
下記業務が完了したので報告します。 
 
 

記 
 

1． 業 務 名 
 
2．契 約 金 額     ￥ 
 
3．履 行 期 限         年     月    日 
 
4．完了 年月 日         年     月    日 
 
 
 
   
 
         
 
 
 



 

様式－25 
令和  年  月  日 

支出負担行為担当官 
又は分任支出負担行為担当官 

 
官 職 
  氏     名        殿 
 
 
 

受注者 住所                     
氏名                     

 
 
 
 

業 務 部 分 完 了 報 告 書 
 
下記業務の指定可分部分が完了したので報告します。 
 
 

記 
 

1． 業 務 名 
 
2．履 行 期 限             年     月    日 
 
3．契 約 金 額          ￥ 
 
4．指定可分部分履行期限         年     月    日 
 
5．指定可分部分完了年月日        年     月    日 
 
 
 
     
 
               
 



 

様式－26 
令和   年   月   日 

 
支出負担行為担当官 
又は分任支出負担行為担当官 

 
官 職 
  氏    名            殿 
 
 

受注者 住所                 
氏名                 

 
 

業 務 成 果 引 渡 書 
 
  業 務 名 
 
 上記業務は、令和   年    月   日完了検査に合格したので契約書第 33 条第 3 項に 
基づき下記目録により引渡します。 
 
 

記 
 

成果品目録 
 
  1．○○○○○報告書          ○ 部 
 
  2．○○○○○報告書原稿        1 式 
 
  3．○○○○○原図           1 式 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

様式－27 
令和   年   月   日 

 
支出負担行為担当官 
又は分任支出負担行為担当官 

 
官 職 
  氏    名            殿 
 
 

受注者 住所                 
氏名                 

 
 

業務部分成果引渡書 
 
  業 務 名 
 
 上記業務の指定可分部分は、令和   年    月   日完了検査に合格したので契約書第

39 条に基づき下記目録により引渡します。 
 
 

記 
 

成果品目録 
 
  1．○○○○○報告書          ○ 部 
 
  2．○○○○○報告書原稿        1 式 
 
  3．○○○○○原図           1 式 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

様式－28 
令和   年   月   日 

 
 
支出負担行為担当官 
又は分任支出負担行為担当官 

 
 
官 職 
  氏   名              殿 
 
 

 
受注者 住所                   

氏名                   
 

既済部分検査請求書 
 
 
 上記業務について令和   年   月   日現在における既済部分検査を請求します。 
 
 

記 
 
 

1． 業務名 
 
1． 契約金額 
 
1．履行期間                             自）令和   年   月   日 
                    至）令和   年   月   日 
 
 
1．検査希望年月日              令和   年   月   日 
 
 
 
 
 



 

様式－29 
令和   年   月   日 

 
物品管理官（官職氏名）              殿 
 

 
受注者                      
住所                       
氏名                       

（管理（主任）技術者氏名）                
 

支 給 品 受 領 書 
 
下記のとおり支給品を受領しました。 
 

記 
 

業務の名称  
契約 

年月日 
令和  年  月  日 

品 目 規 格 単 位 数 量 備      考 

     

     

     

     

     

     

     

（注）1．当該受領書は、引渡し物品の受領の都度提出する。 
 
 
 
 



 

様式－30 
 

令和   年   月   日 
 

物品管理官（官職氏名）         殿 
 

受注者                
住所                 
氏名                 

（管理（主任）技術者氏名）                
 
 

支 給 品 精 算 書 
  

下記のとおり支給品を精算します。 

業務の名称  契約年月日 令和  年   月   日 

品 目 規 格 単位 
数   量 

備 考 
支給数量 使用数量 残数量 

       

主任監督員

又は 
主任調査員 
証 明 欄 

 
上記精算について調査したところ事実に相違ないことを 
証明する。 
         令和    年    月    日 
         確認者（官職氏名）            

物品管理簿登記 

令和 年 月 日 
 
 



 

様式－31 
 

契約権限通知書 
 

令和  年  月   日 
 

支出負担行為担当官又は分任支出負担行為担当官（官職氏名）    殿 
 
 
 
 

受注者  住所                    
氏名                    

 
 
 

下記のとおり、契約書第 10 条第 3 項に基づき、自ら行使する権限内容を通知します。 
 
 
 

記 
 

1． 業 務 の 名 称 
2． 契 約 年 月 日     令和   年   月   日 
3． 権 限 内 容 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

様式－32 
 
 

履行報告書（業務旬報） 
業 務 の 名 称  管理

（主

任）技

術者 

  
履 行 期 間  受注者  

 
 
 

        計 累計 備考 

             

記   事 
 

 
 
 
 
 
(注)1．記事欄には業務に必要な付記事項及び安全・調整等の実施内容を記載する。 

2．数量欄には仕様書数量、累計欄は実施数量を記載する。 
 
 
 
 
 
 

月日 

数量 工種 



 

様式－33 
 
              貸与物件等        届 

                               令和   年  月  日 
 
 
総括調査（監督）員(官職氏名) 
             殿 
 
 

受注者  住所                  
氏名                  

管理（主任）技術者 氏名                  
 
 
 

下記の業務について、貸与物件等が  ※  しましたので、契約書第 17 条第 5 項に基づきお届け

します。 
 

記 
 

1． 業 務 の 名 称 
2． 契 約 年 月 日       令和   年   月   日 
3． ※ 品 名 
4． ※ 年 月 日       令和   年   月   日 
5． 理 由 

 
 
 
(注)  1．不要な文字は抹消する。 

2．理由欄は、詳細に記入すること。 
3．※印の箇所には、「滅失」「き損」及び「返還不能」の文字を記入する。 

 
 
 
 
 
 
 
 

滅 失 
き 損 
返還不能 



 

様式－34 
 
 

履行条件確認請求書 
 
 

令和   年   月   日 
 

支出負担行為担当官又は分任支出負担行為担当官（官職氏名）   殿 
 
 

受注者  住所                
氏名                

管理（主任）技術者 氏名                  
 
 

 
下記のとおり、契約書第 19 条第 1 項に基づき通知しますので履行条件の確認を願います。 

 
 

記 
 
 

1． 業 務 の 名 称 
2． 契 約 年 月 日      令和   年   月   日 
3． 内 容 

 
 
 
 
（注）1．内容欄は、詳細に記入すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

様式－35 
 
 

協議開始日通知書 
 

令和   年   月   日 
 

受注者  住所                                      

        氏名               印 殿                    

     
 
     

支出負担行為担当官又は分任支出負担行為担当官（官職氏名）                    

                                                                         

 
 

下記のとおり、契約書第   条第    項に基づき協議の開始日を通知します。 
 
 

記 
 

1． 業 務 の 名 称 
2． 契 約 年 月 日    令和   年   月   日 

 
 
 
（注）1．第 26 条、27 条関係は変更事由の生じた日、第 32 条関係は発注者が請負代金の増額すべき

事由又は費用の負担すべき事由が生じた日から 7 日以内に通知する。ただし、7 日以内に通知し

ない場合は、受注者が通知する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

様式－36 
 

代理受領申請書 
 

令和  年  月  日 
 
 

支出負担行為担当官又は分任支出負担行為担当官（官職氏名）     殿 
 

受注者  住所                  
氏名                   

 
 
 

下記の業務の業務料の内    円の受領を下記の者を代理人とすることを契約書第 40 条 
第 1 項により申請します。 

 
 
 

記 
 
 
 

1． 業 務 の 名 称 
2． 契 約 年 月 日    令和   年   月   日 
3． 代 理 人    住所 

                      氏名                  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

様式－37 
 

業務一時中止通知書 
 

令和   年   月   日 
 
 

受注者  住所                
氏名                 

支出負担行為担当官又は分任支出負担行為担当官（官職氏名） 殿               

     
 

支出負担行為担当官又は分任支出負担行為担当官（官職氏名） 
受注者  住所                  

氏名                  
 
 

下記のとおり、契約書第２１条第 1、２項（受注者からの場合は第４1 条第１項）に基づき業

務の一部中止を通知します。 
 
 
 

記 
 
 

1． 業 務 の 名 称 
2． 契 約 年 月 日     令和  年  月  日 
3． 中 止 年 月 日     令和  年  月  日 
4． 中 止 内 容 及 び 理 由 

 
 
 
 
（注）1．中止内容及び理由欄は、詳細に記入すること。 
 
 
 
 
 



 

様式－38 
 

解除通知書 
 

令和   年   月   日 
受注者 住所              

氏名             殿 
 

               支出負担行為担当官又は分任支出負担行為担当官（官職氏名）    
 
 
 

下記の業務について、契約書第   条第   項に基づき解除します。 
 
 
 

記 
 
 
 

1． 業 務 の 名 称 
2． 契 約 年 月 日    令和   年   月   日 
3． 解 除 理 由 

 
 
 
 
（注）1．解除理由は、詳細に記入すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

様式－39-2 
令和  年  月  日 

 
 
 

受注者  住所                
氏名                 

支出負担行為担当官又は分任支出負担行為担当官（官職氏名） 殿               

     
 

支出負担行為担当官又は分任支出負担行為担当官（官職氏名） 
受注者  住所                  

氏名                  
 

工期（履行期間）変更について 
 
 
 件名    ○○業務 
 
 令和○年○月○日に契約締結した上記契約について、下記のとおり工期（履行期間を変更したいので

契約書第２６条により協議します。 
 なお、異議がなければ別紙変更契約書を提出してください。 
 

記 
 
１．工   期   現工期      令和   年   月   日から 
  （履行期間）          令和   年   月   日まで 
              変更工期   令和   年   月   日から 
                 令和     年     月     日まで 
２． 変更理由 
 
 
３． その他 
 
（注）1．理由欄は、詳細に記入すること。 
   2．必要とする延長日数又は可能な短縮日数の算出根拠、変更工程表その他必要な資料を添付す 
    る。 
 
 



 

様式－39-3 
                             

令和  年  月  日 
 
 
 支出負担行為担当官又は分任支出負担行為担当官（官職氏名） 
 
                         殿 
 
                           （受注者名） 

 
 

履行期間延期届について 
 
 
 業務契約書第２４条による履行期間の延長を下記のとおり請求します。 
 

記 
 
業務名  

契約年月  
延長（履行期限） 自 

至 
理由  

 
 
 
 

 
 
 
 
 （注）1．必要により下記書類を添付すること。 
     a 工程表（契約当初工程と現在までの実際の工程及び延長工程の３工程を対比 
      させ詳細に記入 
        b 写真、図面等 
    ２．理由は詳細に記入すること。 
 



 

様式－41 
 

業務再開通知書 
 

令和   年   月   日 
 
 

受注者  住所 
     氏名              殿 
 
 

支出負担行為担当官又は分任支出負担行為担当官（官職氏名）      
 
 
 
 

下記業務について、契約書第２１条第１，２項（又は、第４１条第１項）に基づき 
一時中止した業務の再開を通知します。 

 
 
 

記 
 
 
 

1． 業 務 の 名 称 
2． 契 約 年 月 日     令和   年   月   日 
3． 再 開 年 月 日     令和   年   月   日 


